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９月９日　本会議（開会）
◇特別委員会の中間報告・質疑　◇議案１件（報
告案）説明・質疑・討論・採決　◇議案１件（契約
案）説明・質疑・討論・採決　◇議案18件（決算認
定・単行案）説明・質疑・委員会付託　◇発議議案
１件説明・採決　◇岳南排水路管理組合議会議員
補欠選挙

11日　分科会
　◆総務市民分科会　◆産業教育分科会

12日　分科会
　◆産業教育分科会

17日　分科会
　◆福祉保健分科会　◆建設消防分科会

18日　分科会
　◆福祉保健分科会

22日　委員会
　◆予算決算委員会　◆議会運営委員会

25日　本会議
　◇議案18件委員長報告・質疑・討論・採決
　◇議案10件（補正予算案・条例案）説明・質疑・委員会付託
　◇陳情１件委員会付託

29日　分科会・委員会
　◆総務市民分科会・委員会　◆産業教育分科会

30日　分科会・委員会
　◆福祉保健分科会　◆建設消防分科会・委員会

会 期 内 容

岳南排水路管理組合議会議員（補欠）
　佐藤 菊乃 議員

10月２日　委員会
　◆予算決算委員会

３日　委員会
　◆議会運営委員会

６日　本会議
　◇議案10件、陳情１件委員長報告・質疑・討論・採決
　◇議案１件（人事案）説明・採決
　◇一般質問

７日　本会議
　◇一般質問

８日　本会議・委員会
　◇一般質問
　◆議会運営委員会

９日　本会議
　◇一般質問

10日　本会議（閉会）
　◇一般質問　◇発議議案１件説明・採決
　◇特別委員の選任

９月定例会

　地方公共団体情報システムの標準化に関する法律及び地方公共団体情報システム標準化基本方針（基本方針）に基づき、本市は
ガバメント・クラウドへの標準化システム移行の取組を行っている。国においては、自治体への支援策として、構築経費について
は全額補助対象としているものの、運用経費については財政措置がなされる見込みはない。
　国は運用経費について基本方針において、平成30年度比で少なくとも３割の削減を目指すとしているが、新たな回線接続契約
や、ガバメント・クラウド運用管理補助者業務等が追加される等、運用経費の肥大化が予想される。本市では、標準化前と比較して
およそ2.6倍、毎年８億円の運用経費が増えると見込んでいる。
　また、標準化への対応は、全国約1740の団体が一斉にシステムを切り替えることとなるためシステム事業者の技術者のリソー
ス不足等も影響し、本市においても限られたリソースで移行作業等に対処できず、標準化の移行遅延という問題も発生している。
移行遅延により、現行システムと標準準拠システムとのデータ連携の構築や運用、並びに延長利用を強いられる現行システムの
老朽化対応など追加経費が発生し、過大な財政負担をしなければならない状況である。
　さらに、標準化の移行遅延は、厚生労働省が進める医療情報プラットフォーム等、全国的なデータ連携基盤の取組などにも影響
を及ぼすこととなり、国民にとっても課題が山積する事態が見込まれている。この問題は、デジタル庁と他の省庁との連携不足が
原因と考えられる。
　よって、国においては、地方公共団体情報システムの標準化を推進するに当たり、地方公共団体の状況を踏まえ、下記の事項を
実施するよう強く要望する。

記
１．デジタル基盤改革支援補助金基準額の算定に当たり、所要経費の再調査を行い、不足する構築費を全額補助対象とし、速やか

に通知すること。
２．従前のシステムと比較して標準準拠システムへ移行したことにより増加する運用経費について、自治体間の不公平が生じな

いよう地方交付税措置ではなく、直接的な支援となる補助制度を設けること。
３．デジタル庁は、省庁間の調整を強力に実施し、統制の取れた施策を展開すること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　令和７年９月９日

富士市議会

地方公共団体情報システムの標準化に関する意見書地方公共団体情報システムの標準化に関する意見書

国への意見書の提出
　市議会では、意見書を関係行政機関に提出することができます。９月定例会
では、議員発議による下記１件の意見書を全会一致で可決し、内閣総理大臣等
へ提出しました。
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人 事 案 件
１件の人事案件は､次のとおり同意されました。
▶人権擁護委員候補者　１人

お 知 ら せ
８月15日付で一条義浩氏、10月10日付で市川真未氏
が議員を辞職しました。
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専決処分の承認報　告
富士市病院事業会計補正予算（第２号）

富士市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定

富士市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定

富士市新富士駅南地区土地区画整理事業特別会計

歳入歳出決算認定

富士市第二東名IC周辺地区土地区画整理事業特別

会計歳入歳出決算認定

富士市駐車場事業特別会計歳入歳出決算認定

富士市森林財産特別会計歳入歳出決算認定

富士市鈴川財産区特別会計歳入歳出決算認定

富士市今井財産区特別会計歳入歳出決算認定

富士市大野新田財産区特別会計歳入歳出決算認定

富士市檜新田財産区特別会計歳入歳出決算認定

富士市田中新田財産区特別会計歳入歳出決算認定

富士市水道事業会計決算認定

富士市病院事業会計決算認定

令和６年度　決算認定決　算

令和６年度　決算認定決　算
富士市一般会計歳入歳出決算認定（賛成29、反対１)

富士市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定

（賛成29、反対１）

富士市公共下水道事業会計決算認定（賛成29、反対１）

富士市一般会計補正予算（第３号）

富士市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）

富士市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）

富士市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

富士市公共下水道事業会計補正予算（第１号）

富士市病院事業会計補正予算（第３号）

令和７年度　補正予算予　算

発　議
地方公共団体情報システムの標準化に関する意見書

（仮称）富士市の救急医療を守り抜く条例検討特別委

員会の設置

剰余金処分その他
富士市水道事業会計剰余金処分

剰余金処分その他
富士市公共下水道事業会計剰余金処分（賛成29、反対１）

人　事
人権擁護委員候補者の推薦

■賛成多数により認定、可決した議案

条　例
富士市の議会の議員及び長の選挙における選挙

運動の公費負担に関する条例

富士市中野台下水処理施設条例

富士市水道事業給水条例

富士市下水道条例

条例の改正

契　約
高機能消防指令センター全部更新事業

契約の締結

■全会一致で認定、 可決 、同意 、承認した議案
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議案に対する各議員の賛否は富士市議会ウェブサイトを御覧ください。

議案の審議結果
※太字は委員会付託議案です。


